
基本目棲ⅩⅡ  

基本目標ⅩⅡ 国民生活の利便性の向上に関わるIT化を推進すること  

施策目標1 電子政府推進計画を推進すること  

1－1 行政分野へのIT（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民の利便性の向  
上と行政運営の簡素化、効率化を図ること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】 
1草諾一芸出等量尉呈上手練のオンライン利用串」．温L（≡〇㌢乙以⊥′・ノ＝〇エ〇革まヱ旦旦払土∠j旦48里塵」   
かつ、43％以上／2008年度、47％以上／2009年度）  

※す瑚手   
錠邑坐王旦年間の達産旦埋互選産土左も旦  

個別目標1 利用者視点に立ったオンライン利用を促進すること  【主な事務事業】  
・電子政府実現のための基盤整  
備  

個別目標2 全体最適を目指した業務・システム最適化を推進す         ること  

【主な事務事業】  
厚生労働省ネットワーク（共  

通システム）最適化事業  

社会保険業務の業務・システ  
ム最適化事業  
職業安定行政関係業務の業務  
・システム最適化事業  
労災保険給付業務の業務・シ  
ステム最適化事業  
監督・安全衛生等業務の業務  
・システム最適化事業  
労働保険適用徴収業務の業務  
・システム最適化事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  
・下記※のとおり  

※個別目標2に係る指標  

個別目標に係る指標   達成水準   達成時期   
1  厚生労働省ネットワーク（共通システム）の最適化効果  削減経費932，500千円以上   2012年度  

指標・サービス指標   削減業務処理時間2，250時間以上   
2  社会保険業務の最適化効果指標・サービス指標（評価に  削減経費30，000，000千円以上  2011年度  

ついては、中央省庁等改革基本法（平成10年法律第1  削減業務処理時間17，888，000時  2012年度  
03号）に基づく社会保険庁の実施庁評価によるものと  
する。）   

3  職業安定行政関係業務の最適化効果指標・サービス指標  削減経費10，196，301千円以上  
削減業務処理時間616，656時間以上   

4  労災保険給付業務の最適化効果指標・サービス指標   削減経費3，666，760千円以上  
削減業務処理時間268，248時間以上   

5  監督・安全衛生等業務の最適化効果指標・サービス指標  削減経費1，941，680千円以上  
削減業務処理時蘭54，032時間以上   

6  労働保険適用徴収業務の最適化効果指標・サービス指標  削減経費1，676，748干円以上  2013年度   
削減業務処理時間137，624時間以上  

評価予定表   
19   2 0   21   22   2 3   

美顔  モニ  実績モニ  モニ  実績   
事業  事業  事要 事業  事業   

備考 ・個別目標2については、成果重視事業として事業評価を実  施する。   



基本目標ⅩⅡ  

評価予定表   
19120 21  22  2 3   

総合FUl －  
－  総合  

b．・ j   



（○－○－○）  

実績評価書（案）  

平成21審年 月   

評価の対象となる施策目標  

1．政策体系上の位置付け等  

作軌管す名主1密事件、出芽夢1⊂古言皮す名よう‘＝するノ  

－1＿   



（○－○－○）  

（1野彦タ‾る古顔事件、出来事に■古言皮す岳よぅノ⊂す∂ノ  

【有効性の観点】   

【効率性の観点】  

【総合的な評価】   

－2 －   



（○－○－○）  

－3 －   



（OrO－○）  

－4 －   



（○－○－○）   

指標2 日標達成率 －％   
指標3 目標達成率 －％  

■－ －－－ －－－一－－－－ －－－－－一一－一一 －－－一一一－一一－－－－－ －－一－■－  

（目標達成率を算定できない場合  
達成水準を設定していない。  

ー
）
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そ
 
 

実の政  への反  
施   策目標の終了  廃止を検討（該当  する場合に○）  

ii施策目標を継続  （該当する場合に次のいずれか1つに○）  
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討  
（□）見直しを行わず引き続き実施  
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討  

塾∵＿興隆∴定貞要求査挨萎む（該当与る場合にa）＿＿‖＿＿ ‾  

（謹由う  

l 指標の変更を検討  
ii達成水準又は達成時期の見直しを検討  

（個別目標に係る指標）  

l指標の変更を検討  
‖鳳…達成蛸又遥遠盛時艶亀見虐＿し査検討   
（理由）  

総理答弁及び  

（1）有・無  
（2）具体的記載  

②骨太の方針・各種計画等政府決定等の該当  

（※安心プラン・新雇用戦略等当省重要政策含む。）   

（1）有・無   

（2）具体的内容  

③審議会の指摘  

ー5 －   



（○－○－○）   

（1）有・無   

（2）具体的内容  

④研究会の有無   

（1）有・無   

（2）研究会において具体的に指摘された主な内容  

⑤総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の該当状う先   
（1）有・無   

（2）具体的状況  

㊨◎会計検査院による指摘   
（1）有・無   

（2）具体的内容  

⑦その他  

／n ヽヽノ ＝J■lノ．tウ」＝ンへ ＿－ 十  ・ ■■■■■■■■■ ＿■■－′ ＿ 」 ＿■  

ー6 －   



別紙2  

選定理由  

①施政方針演説  
重点評価課題名  ②政策群  関連する施策目標  評価方式   備考   

③重要対象分野  
④主要制度改定等  

口  ・救急医療体制の整備   ① ◆   Ⅰ－1－1   実績  

・医師養成数の増員 
①③   Ⅰ－2－1   

2   

総合・実績  

3  ・【Tを活用した医療の利便性向上 ②   Ⅰ－3－1   実績  

4  ・感染症対策の充実・強化   ②   Ⅰ－5－1   実績  

5  ・開発医療機器の審査迅速化   ②   Ⅰ－6－1   実績  

6  ■医療研究の活用   ①   Ⅰ－9－1   実績  

・高齢者医療制度等の見直し  
・レセプトの電算化及びオンライン請求の普及促進  

7    ・出産育児一時金の見直し   
①②④   Ⅰ－10－1   総合・実績  

8  ・健康長寿   ①   Ⅰ－11－2   実績  

9  ・健全な心身を培い、豊かな人間性を育むための「食育」の推進   ②   Ⅱ－1－1   実績  

ⅠⅤ－3－1、Ⅴ－2－1  
Ⅲ－4－1  

Ⅳ－3－1  
に関連する施策につい  

10  ・少子化社会対策に関連する仕事と生活の調和の実現に向けた取組   ②③  
Ⅴ－2－1  

実績  ては、重点評価課題13  

Ⅵ－1－1  
「若年者雇用対策」とし  

て評価を行う。  



皿  ・労働者派遣制度の見直し   ①   Ⅳニー1－1   実績  

・建設業の新分野進出促進支援  
12   ・農林業に関する情報の提供   

①②   Ⅳ－2－1   実績  

13   
・若年者雇用対策   

①（診③   

Ⅳ－3－1   
年長フリーター対策、内定取消  Ⅴ－2－1   

実績  

14  ・雇用保険の適用範囲の拡大  ①   Ⅳ－4－1   実  

・雇用保険料率の引き下げ  

15  ・職業訓練の民間委託   ②   Ⅴ－1－1   実績  

・少子化社会対策に関連する子育て支援サ「ビス   Ⅵ－2－1   

16  ①②③  Ⅵ－2－2  実績  

Ⅵ－2－3   

17  ・要保護児童対策の推進   ②   Ⅵ－4－1   実績  

18  ・妊婦健診の公章負担の拡充   ①   Ⅵ－5－1   実績  

19  ・介護労働者の処遇の改善   ①   
Ⅳ－2－1  

Ⅸ－3－2   
実績  

20  ・競争的研究資金の公正・透明で効率的な配分■使用システムの活用   ②   ⅩⅠ－2－1   実績  

※総合評価に関しては、その他大きな制度改正等がある場合は、随時評価を実施することとする。   



2 実績 評価 よる評 

※重点評価療題を含むものとして実績評価を実施するものについては、「（重点評価課題）」と表記。  

基本目標Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること   



基本目標Ⅱ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること  

基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること   



基本目標Ⅳ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の  
安定を図ること  

基本目標Ⅴ 労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十釧こ発揮できるような  
環境整備をすること   



基本目標Ⅵ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくり  
を推進すること  

施策目標2 利用者のニーズに対応した多様な保育サービスなどの子育て支援事業を提供し、子どもが健全に育成される社会を実現すること  

2－1 地域における子育て支捷等施策の推進を図ること（重点評価課題）  

2－2 児童の健全な育成及び黄質の向上に必要なサービスを提供すること（重点評価課題）  

2－3 保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応できる保育サービスを確保すること（重点評価課題）   



基本目標Ⅶ 利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供等を図ること  

施策目標2 地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要捷護者の福祉の向上を図ること  

施策目標5 載傷病者、戦没者遺族、中国残留邦人等を援護するとともに、旧陸海軍の残務を整理すること  
り   

＿2瞞の遺骨の収集等を行うことによ。蘭遺族を慰籍すること 



基本目標Ⅷ 障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくりを推進すること  

基本目標Ⅸ 高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進すること  

基本目標ⅩⅠ 国民生活の向上に関わる科学技術の振興を図ること   



や  
評 

（1）事前評価の実施後、一定期間が経過した事業  

事業名   関連する施策目標   当該事業に係る目標   備考   

口  がん医療水準の均てん化促進事業   Ⅰ－11－2   
地域がん診療拠点病院の整備、目標値：370か所  
（平成25年度）  

田  医療施設の耐震化を促進するための補助事業   Ⅰ－1－1   耐震化に係る補助の交付件数  

再就業件数  

田  女性医師バンク   Ⅰ－2－1  女性医師バンク登録者数、目標値：2500人  

再就業支援件数、目標値：200件  

4  産科診療所における助産師確保のためのモデル事業   Ⅰ－2－1   
研修実施都道府県数、目標値：47都道府県で研修  
実施  

5   
看護職員の確保が困難な地域・医療機関の看護職員確保   

Ⅰ－2－1   
研修実施都道府県数、目標値：47都道府県で研修  

のためのモデル事業  実施   

6   
がん医療水準均てん化の推進に向けた看護職員資質向上   

Ⅰ－2－2   
研修実施都道府県数、目標値：47都道府県で研修  

対策  実施   

巴  歯科医師臨床研修費補助事業   Ⅰ－2－2   臨床研修終了者数  



中高年における年齢調整がん死亡率（人口10万対）  
8  がん対策情報センタ「   Ⅰ－4－1  の低減、目標値：平成18年度比で5－10％削減  

Pホームページアクセス件数及び研修受講者数  

9  生活保護受給者等就労支援事業   Ⅳ一3－1   
本事業の終了者に占める就職者の割合  
本事業により支援を受けた者の数  

10  刑務所出所者等就労支援事業   Ⅳ－3－1   
本事業の終了者に占める就職者の割合  
本事業により支援を受けた者の数  

フリーターの常用雇用化数  

セミナー回数  
皿  ジョブカフェ等によるきめ細かな就職支援   Ⅳ－3－1  

職場体験回数  
相談援助件数  

12  若者の就業をめぐる悩みに対する専門的相談体制の整備   Ⅳ－3－1   相談件数  

13  ホームレス就業支援事業   Ⅳ－3－1   就業率、目標数：30％  

就労等への自立意識変化の割合  

14  地域における若者自立支援ネットワーク整備モデル事業   Ⅴ－2－1  
弼職（訓練）等の達成数  

相談援助件数  
啓発事業参加者数  

2007年問題に直面する中小企業等への技能継承支援の  
助言・情報提供件数  

展開   
Ⅴ－3－1  助成金支給件数  

助成金支給金額  

田  母子保健医療対策等総合支援事業の充実   Ⅵ－5－1   
小児科医師数が適正に配置された医療施設数  

実施する自治体数  

要支援・要介護者数の増加率の減少  
田  介護予防に係る事業評価・市町村支援事業費   Ⅸ－3－1  介護予防事業評価・市町村支援委員会の開催回数  

介護予防に関する研修会の開催回数  

田  地域支援事業   Ⅸ－3－1   地域包括支援センターの設置市町村数  

四  継続的評価分析等に要する経費   Ⅸ－3－2   調査実施件数  



（2）成果重視事業  

予算執行の弾力化措置  

事業名   
関連する  

施策目標   
期間   当該事業に係る目標  備考  

目の大措   目聞流用   
国庫債務 負担行為  繰越明拠   り化  

・削減緑黄932，500千円以上  
口  厚生労働省ネットワーク（共通 システム）最適化事業  ⅩⅡ－1－1  17一－24  ・削減業務処理時間2，250時間以上   

○  

・削減経費30．000，000千円以上  

国  社会保険業務の業務・システム 最適化事業  ⅩⅡ－1－1  18′、■24   ・削減業務処理時間17．888，000時間 以上  ○   ○  

・削減経費10，196，301千円以上  
田  職業安定行政関係業務の業務・ システム最適化事業  ⅩⅡ－1－1  18一〉23  ■削減業務処理時間616，656時間以上   

○   ○  

・削減綬章3，666，760干円以上  
4  労災保険給付業務の業務・シス テム最適化事業  ⅩⅡ－1－1  18～23  ・削減業務処理時間268，248時間以上   

○   ○  

監督・安全衛生等業務の業務・  ・削減綬章1．941，680干円以上  
田   システム最適化事業   ⅩⅡ－1－1  18～23   ・削減業務処理時間54，032時間以上   ○   ○  

労働保険適用徴収業務の業務・  ・削減経費1，676．748干円以上  
田   システム最適化事業   ⅩⅡ－1－1  18～25   ・削減業務処理時間137，624時間以上   ○   ○  




